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2011年5月6日《No.2540》

東日本大震災対策ニュース　№25
昼夜・休日問わず被災者救援に奮闘する全労働のなかま
	全労働本部は、4月14日から17日にかけて宮城労働局、20日には茨城労働局の各職場へ役員を派遣し、昼夜・休日を問わず雇用・労働の面から被災者救援に奮闘する職場のなかまの労をねぎらうとともに実態把握などにとりくみ、出された要望等の解決を図っています。


＝　全労働本部発　＝

【宮城】雇用保険業務が10倍以上増えている安定所も
宮城労働局管内では大きな被害がなかった職場（特に公共職業安定所）でも、甚大な被害を受けた隣接所のシステム代行入力等を行っているために現在員では対応不能となり、他県労働局からの応援を得ながら対応するなど、これまでに例のない状況が続いている。
◆大河原公共職業安定所

庁舎外壁に亀裂が入り、駐車場が陥没している。水道は12日に復旧したが、断水の間、トイレ用の水は職員がポリタンク等に入れて持ち寄った。

管内の丸森町（福島県境）に、南相馬市から120人程度が避難して来ている。県南沿岸部の岩沼市、亘理町、山元町は仙台安定所の管轄だが、仙台に行くよりも近いことから大河原安定所に多く来ている。現在、有効求職者の約3割がこれらの地域住民。雇用保険業務では、地震発生前は1日7件程度の受給資格決定だったが、今では1日平均70～80件になり、100件を超える日もある。職業紹介部門から雇用保険部門に職員1人をシフトして対応しているが、手続きの待ち時間は4時間程度にまでなる混雑ぶり。最後の来所者が帰るのは19時、職員は日付をまたぐ頃まで残務整理している。18日から、他局からの応援が2人配置される予定。人手はいくらでもほしいところだが、スペースの問題からこれ以上の応援を受け入れることは客観的にむずかしい。

◆大河原労働基準監督署
労働条件関連の相談が1日に10件程度あるが、今のところ通常時とあまり変わらない。相談は津波被害を受けた事業場と関連する事業場が多い（水揚げされた魚を入れる発泡スチロールの容器を作っている事業所など）。避難所での相談は職員2名ペア（監督と労災）で対応。監督署の職員が安定所の休日相談に参加しているが、振替休がなかなかとれない。現在、神奈川局から監督官が1人（地元出身者）応援に入っている。

◆宮城労働局

避難所での出張相談は、100人以上の避難所（県内に197ヵ所）のうち、160ヵ所での実施を計画し、レンタカー5台を使って職員が出かけている。避難所は、日中は高齢者や子どもだけで、稼働世代は片付けや仕事に行っているため、日中に訪問しても実態にあわない。気仙沼や石巻などは宿泊場所がないため、毎日仙台から日帰りで行っており、この移動だけでも相当の時間がかかる（渋滞のため、時間が通常の倍かかる）。避難所は日々変化しており、出向いても、すでに閉鎖されたところもある。自治体も手一杯の様子で、労働局に迅速に避難所の状況が伝わっていないことが多い。避難所の集約化が進んでいるため、その都度、人員配置やスケジュールを組み直さなければならない。庁舎にはレンタカーの駐車スペースがないため、毎朝レンタカー会社に取りに行き、毎夜返却している。

仙台安定所管内の雇用調整助成金及び中小企業緊急雇用安定助成金（以下、雇調金等）の相談が2,000件を超えており、沿岸部からの相談も急増してきている。山形労働局から3人の応援を得ているが、今後はもっと大幅に増やしてもらわないととても処理できない状況。宮城労働局に助成金コーナーを設置し、業務の集中化を行っているが、石巻や気仙沼の安定所では受付だけでも大幅な業務量となる。応援体制の強化が不可欠。

雇調金等については、初めて利用したいという事業所が多く、説明に時間がかかる。確認書類等を揃えることができない事業所が多く、どこまでの確認が必要か悩みながら業務を行っている状況。

◆仙台公共職業安定所

庁舎5階にスペース確保の目途がつき、他局からの応援も20～30人程度は追加受け入れが可能になる。きちんとした事務スペースにするために備品等を早急に配置する必要があり、その調達が急務。システムを増設する話もあるようだが、カードも増やさねばならない。雇用保険適用課では、離職票等の得喪手続き関係はすべて書類を預かり、処理後に返却しているが、例年でさえ繁忙期のうえ、震災関係で離職票等の交付件数が急増し、預かりから返却まで2週間程度を要する。

給付窓口は19時時点でも資格決定50人余が待つ状態。この時期、例年は1日あたり200件の資格決定を行っているが、今は受付時間の制限をかけざるを得ない状態。それでも400件程度に及んでいる。時間制限をしないと、600件を超えるものと思われる。資格決定の窓口も4から10以上に増やした。震災後から休みなく働き続けている職員は、共通して「とにかく休みたい」と言っていた。

◆古川労働基準監督署
駐車場が地盤沈下。沿岸部に通勤している人や、運送業（震災時に沿岸部にいた労働者）の労災請求事案が出始めている。相次ぐキャンセルで観光業が大打撃を受けている。温泉地では数十人単位の雇用調整の相談がある。避難所への出張相談は、日中は稼働世代が誰もおらず、相談に来る人がいない。古川安定所の土日祝日開庁時には監督署からも相談対応に行っているが、現段階ではあまりニーズない。監督署事案のピークはもう少し先になるのではないか。

◆古川公共職業安定所

管内では大地震による影響はあまりなく、例年よりやや多い程度だが、石巻安定所と気仙沼安定所の雇用保険関係のシステム代行入力（以下、代行入力）が1日あたり200件程度もあり、山形労働局からの応援（4人）をいただいて助かっている。

◆築館公共職業安定所

震災で合庁のボイラが破損し使えない。4月になっても冷え込みのきびしい日が続き、早期の復旧を切望する。気仙沼安定所の代行入力を行っており、車で書類を移送しているが、道路事情が悪いうえに大きな余震も頻発しているため、なるべく明るいうちに帰庁できるよう配慮している。

◆迫公共職業安定所

業務は雇用保険が中心となっている。自所分は例年ベースだが、気仙沼安定所管轄の南三陸町の離職票をすべて受け付け代行入力しており、多忙をきわめている。代行入力等の業務は山形労働局からの応援（2人）の方に頑張っていただいている。今後、応援を増やす話もあり、そうしてもらいたいが、一方では市内での宿泊施設の確保が難しいうえにスペースの問題もある。

◆気仙沼公共職業安定所

11日から気仙沼プラザホテルに安定所機能を移転した。電気、水道、ガスが復旧していないため、発電機を2台稼働させ、最小限の照明、コピー機、パソコン等を動かしている。通信手段は、携帯電話5台と衛星電話2台。雇用保険の資格決定件数は1～14日の半月で952件。特に11日の週から資格決定の人数が爆発的に多くなり、1日300件と通常年の1月分に相当する件数（通常年の4月の雇用保険受給者実人員は約350人）になっている。現在は受付だけ（入力は近隣所に依頼）なので何とかやっていられる（１日300人となると、現在員では受付だけで手一杯）が、システム入力まで行うとなるとパンクしてしまう状態。当面はプラザホテルで開庁するしかないと思うが、できるだけ早期に正式な庁舎への移転とシステムの復旧を望む。
◆塩釜公共職業安定所

土曜日は自所職員8人、宮城労働局内からの応援7人、石巻監督署2人、日曜日は自所職員7人、局内応援8人、石巻監督署2人で対応。18日から神奈川労働局の応援（3人）を受ける。15日の来所者は職業相談197人、求人検索160人。資格決定は1日あたり50件前後（4/1～4/15の資格決定件数は674）。離職票交付件数は、例年4月は1,000件程度だが、1日から8日の1週間ですでに980件に達している。今後、さらに資格決定が急増すると思われる。土日出勤の振替は平日の業務を考えると事実上不可能。土日は職員が半分ずつ出勤して対応しているが、3連休以上になると対応はきびしい。瓦礫集積場が庁舎隣にあり、悪臭に加え、乾燥すると粉じんが飛び交う。有害物質も含まれていると考えられ、来所者も含め防塵マスクの配布ができないか。土日開庁としているが、平日の混雑を敬遠して土日に来る人が多い。しかし、避難所にいる方は土日も来ることができないため、避難所出張相談の方が効果的と思われる。既存の施策を震災用に焼き直すのではなく、時限でもいいので震災専用の施策を講じてほしい、というのが被災地からの切実な声。

◆石巻公共職業安定所
雇用保険業務は分庁舎を確保し、機能をそちらに移す予定。富山労働局2人、神奈川労働局3人、千葉労働局3人の応援を得て業務を行っている。18日の週からは、千葉からさらに2人、京都労働局から2人が加わる予定。

【茨城】支部書記局も被災
右の写真は地震直後の茨城支部書記局。ロッカー(左)が机(右)の上に倒れた。当時、書記局には書記が1人で勤務しており、すぐに机の下に潜って難を逃れたものの、身動きがとれなくなった。職員が書記局の様子を見に行ったが、倒れたロッカーや金庫などでドアを開けることができず、2人でなんとかドアをこじ開けて書記を救出するまでに5分もかかった。救出直後、書記は「怖かった。生きていてよかった」と涙ながらに話した。佐藤支部長は、「書記さんが無事で本当によかった。茶碗はすべて割れ、ＦＡＸも使えなくなった。当然、ロッカーの固定など、耐震補強を第一に行う。義援金のとりくみには本当に感謝している」と語った。
支部役員によると、茨城労働局は被災地である一方で「東北の被災局に応援に行きたい」という組合員も少なくないとのこと。

◆水戸労働基準監督署

震災に伴う解雇、雇止め事案が急増しており、震災による労働災害とみられる事案のうち、死傷者が15人（うち死亡4人）、復旧工事でも死傷災害が発生している。復旧のために建設業が多忙になっており、そこで働くひとたちのため宿泊業も多忙となっているとのこと。

◆水戸公共職業安定所

休業証明が増え続け、離職票ともあわせ、雇用保険の適用窓口は昨年同期比で3～4割増しの業務量となっている。労働局から応援(2人)をもらい、局内の応援態勢でやりくりをしているが、3月中は休みが取れなかった職員もいる。福島県から水戸市内への非難者29人は福島での就職を望んでおり、避難所への出張相談にはなかなか来ないということで、避難所へ出向く相談業務の効果には疑問もある。長時間の超過勤務が続いているにもかかわらず、超過勤務手当が不足している実態があり、超勤手当の確実な支給が切実な要望となっている。

◆日立労働基準監督署

4月8日に電車が復旧するまでの間、職員・非常勤職員は自家用車などで通勤せざるを得なかったが、ガソリン代などの負担が大きく、何らかの手当支給が切実な要望。

◆日立公共職業安定所

4月中旬までに業務集中の大きな山を越えた感じだが、助成金業務担当の職員の疲労が大きいとのこと。日立関連企業、農業（野菜）、漁業関係などからの問い合わせが多く、「今後の申請数の増加が不安」とのこと。
以　上
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